
令和  6年  4月  1日  から  令和  7年  3月 31日まで
（単位：円）

金　　額 小　　計 合　　計

80,890,000 80,890,000

80,890,000

62,820,000
55,750,000

　法定福利費 6,920,000
　福利厚生費 150,000

事務費（需用費） 8,830,000
　消耗品費 800,000
　食料費 2,230,000
　通信運搬費 400,000
　採用･研修費 3,000,000
  光熱水費 2,400,000

8,600,000
1,500,000

100,000
2,400,000

　租税公課 3,700,000
　雑費 900,000

維持修繕費 40,000 40,000

備品購入費 600,000 600,000

80,890,000
・科目は，必要に応じて適宜追加・削除してください。
・一般管理費，租税公課は別に算定根拠を示してください。

管理費
　保守管理費等

人件費
  給与

収入計

支出計

指定管理費　支出総合計額（円）

指定管理費　市提示の上限額（円）

　保険料
　一般管理費

499,510,000

555,130,000

利用料収入(利用料金制の場合）

２．支出の部

収支計算書

科　　　　　　目
１．収入の部
指定管理費

指定管理期間 令和6年4月1日～令和11年3月31日

499,510,000指定管理費　収入総合計額（円）



令和  7年  4月  1日  から  令和  8年  3月 31日まで
（単位：円）

金　　額 小　　計 合　　計

103,200,000 103,200,000

103,200,000

79,410,000
70,740,000

　法定福利費 8,470,000
　福利厚生費 200,000

事務費（需用費） 12,360,000
　消耗品費 1,000,000
　食料費 2,760,000
　通信運搬費 600,000
　採用･研修費 5,000,000
  光熱水費 3,000,000

10,380,000
1,800,000

130,000
3,000,000

　租税公課 4,350,000
　雑費 1,100,000

維持修繕費 50,000 50,000

備品購入費 1,000,000 1,000,000

103,200,000
・科目は，必要に応じて適宜追加・削除してください。
・一般管理費，租税公課は別に算定根拠を示してください。

収支計算書

指定管理期間 令和6年4月1日～令和11年3月31日

指定管理費　収入総合計額（円） 499,510,000

指定管理費　支出総合計額（円） 499,510,000

指定管理費　市提示の上限額（円） 555,130,000

科　　　　　　目
１．収入の部
指定管理費
利用料収入(利用料金制の場合）

管理費
　保守管理費等
　保険料
　一般管理費

支出計

収入計
２．支出の部
人件費
  給与



令和  8年  4月  1日  から  令和  9年  3月 31日まで
（単位：円）

金　　額 小　　計 合　　計

103,610,000 103,610,000

103,610,000

80,920,000
72,090,000

　法定福利費 8,630,000
　福利厚生費 200,000

事務費（需用費） 11,360,000
　消耗品費 1,000,000
　食料費 2,760,000
　通信運搬費 600,000
　採用･研修費 4,000,000
  光熱水費 3,000,000

10,480,000
1,800,000

130,000
3,100,000

　租税公課 4,350,000
　雑費 1,100,000

維持修繕費 50,000 50,000

備品購入費 800,000 800,000

103,610,000
・科目は，必要に応じて適宜追加・削除してください。
・一般管理費，租税公課は別に算定根拠を示してください。

収支計算書

指定管理期間 令和6年4月1日～令和11年3月31日

指定管理費　収入総合計額（円） 499,510,000

指定管理費　支出総合計額（円） 499,510,000

指定管理費　市提示の上限額（円） 555,130,000

科　　　　　　目
１．収入の部
指定管理費
利用料収入(利用料金制の場合）

管理費
　保守管理費等
　保険料
　一般管理費

支出計

収入計
２．支出の部
人件費
  給与



令和  9年  4月  1日  から  令和 10年  3月 31日まで
（単位：円）

金　　額 小　　計 合　　計

105,120,000 105,120,000

105,120,000

82,430,000
73,420,000

　法定福利費 8,810,000
　福利厚生費 200,000

事務費（需用費） 11,360,000
　消耗品費 1,000,000
　食料費 2,760,000
　通信運搬費 600,000
　採用･研修費 4,000,000
  光熱水費 3,000,000

10,480,000
1,800,000

130,000
3,100,000

　租税公課 4,350,000
　雑費 1,100,000

維持修繕費 50,000 50,000

備品購入費 800,000 800,000

105,120,000
・科目は，必要に応じて適宜追加・削除してください。
・一般管理費，租税公課は別に算定根拠を示してください。

収支計算書

指定管理期間 令和6年4月1日～令和11年3月31日

指定管理費　収入総合計額（円） 499,510,000

指定管理費　支出総合計額（円） 499,510,000

指定管理費　市提示の上限額（円） 555,130,000

科　　　　　　目
１．収入の部
指定管理費
利用料収入(利用料金制の場合）

管理費
　保守管理費等
　保険料
　一般管理費

支出計

収入計
２．支出の部
人件費
  給与



令和 10年  4月  1日  から  令和 11年  3月 31日まで
（単位：円）

金　　額 小　　計 合　　計

106,690,000 106,690,000

106,690,000

83,900,000
74,740,000

　法定福利費 8,960,000
　福利厚生費 200,000

事務費（需用費） 11,360,000
　消耗品費 1,000,000
　食料費 2,760,000
　通信運搬費 600,000
　採用･研修費 4,000,000
  光熱水費 3,000,000

10,580,000
1,800,000

130,000
3,200,000

　租税公課 4,350,000
　雑費 1,100,000

維持修繕費 50,000 50,000

備品購入費 800,000 800,000

106,690,000
・科目は，必要に応じて適宜追加・削除してください。
・一般管理費，租税公課は別に算定根拠を示してください。

収支計算書

指定管理期間 令和6年4月1日～令和11年3月31日

指定管理費　収入総合計額（円） 499,510,000

指定管理費　支出総合計額（円） 499,510,000

指定管理費　市提示の上限額（円） 555,130,000

科　　　　　　目
１．収入の部
指定管理費
利用料収入(利用料金制の場合）

管理費
　保守管理費等
　保険料
　一般管理費

支出計

収入計
２．支出の部
人件費
  給与



収支計算書別添

【一般管理費（本社経費），租税公課の算定根拠】

◯租税公課の内訳：法人事業税及び法人税、法人都民税、法人市民税

　算定方法(令和６年度)

法人税 800,000円 税引前収支差額割合

2,900,000円 従業員割合

　算定方法(令和７年度以降)

法人税 850,000円 税引前収支差額割合

3,500,000円 従業員割合

◯一般管理費の内訳：事務費、委託費、通信費、賃料、水光熱費等

　算定方法

売上 一般経費率

令和６年度 80,890,000 × 3% ≒ 2,400,000

令和７年度 103,200,000 × 3% ≒ 3,000,000

令和８年度 103,610,000 × 3% ≒ 3,100,000

令和９年度 105,120,000 × 3% ≒ 3,100,000

令和１０年度 106,690,000 × 3% ≒ 3,200,000

【記入例】

当該施設経費

他施設１経費

他施設２経費

他施設３経費

他施設４経費

本社経費

総額

（内訳）人件費，採用費，研修費，租税公課，減価償却費，広告費を計上。

（算定）

・按分率：当該施設経費20,000,000円/（総額105,000,000円-本社経費5,000,000円）＝0.2

・当該施設の本社経費：5,000,000円×0.2＝1,000,000円

14,000,000円

5,000,000円

105,000,000円

※本社経費，租税公課の科目内訳も記載すること。

20,000,000円

18,000,000円

24,000,000円

24,000,000円

法人事業税、都民税、市民税

法人事業税、都民税、市民税


